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都道府県がん診療連携拠点病院である大阪府立成人病センターにおける，入院喫煙患者を対
象とした禁煙支援クリニカルパス（以下，パス）の実施について報告する。
初回入院の喫煙患者（禁煙開始後１カ月以内を含む）に対して以下のような禁煙支援介入を

実施した。同意を得ることのできた喫煙患者に対して，入院予約日にパスを発行して外来看護
師による禁煙指導と情報提供を行い，入院日に病棟看護師による禁煙指導と情報提供を行った。
また，退院日には病棟看護師による入院中の禁煙状況の確認，禁煙継続の勧奨と情報提供を行
い，さらに退院後１カ月，６カ月時点での調査票の送付による禁煙状況の確認（自己申告によ
るフォローアップ）を行った。実施方法を標準化するために，それぞれの介入はいずれもパス
と禁煙情報提供用のリーフレットに基づいて行われ，実施時間は原則として数分間の簡単なも
のとした。
2005年５月～2009年３月までに1,789人（年齢中央値59歳）に対してパスを発行した。うち，

2009年３月末までに退院した1,585人（以下，パス発行者）の77％が入院予約日時点で喫煙中
であり，20％が禁煙開始後１カ月以内であった。パス発行者の入院予約から入院までの日数の
中央値は18日であり，入院までの喫煙状況は，対象者の52％が入院前日まで喫煙し，13％が入
院前２～７日以内の間に喫煙していた。入院時介入はパス発行者の82％に行われており，入院
中に喫煙した者は21％であった。退院時介入は対象者の67％で実施されており，そのうちの81
％がフォローアップに同意していた。同意者のうち，退院後１カ月時点，６カ月時点での禁煙
継続割合（未返答者は喫煙者とみなす）はそれぞれ48％，42％であった。
パス実施上の課題としては以下が考えられた。①入院時・退院時ともに介入を実施できた患

者の割合は対象患者全体の７割程度であり，退院時が特に低く，ともにパス制度の導入時から
漸減傾向にあったこと。その理由としては，職員の入れ替わりと，パスの必要性の認知が他の
クリニカルパスよりも低い可能性などが考えられた。②パスの対象者が比較的禁煙困難な者で
あり，かつ介入がごく簡単なものであることから考えると，退院後６カ月時点での禁煙継続割
合が４割という値は予想以上に高い印象をうけること。この理由としては，入院・手術という
環境介入効果が大きいこと，また自己申告の不正確さの可能性等が考えられた。③退院後の禁
煙継続のためには，禁煙指導のフォローアップ体制の強化が必要であり，患者に影響力の高い
主治医の外来での協力を得る方策の検討が望まれること。他に，入院前後の禁煙治療とパスの
連携の強化が望まれる。

禁煙，クリニカルパス，入院，治療効果，がん，循環器
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Ⅰ

喫煙は，わが国の３大死亡原因である，がん，
心疾患，脳血管疾患の主要なリスクファクター
である。わが国は，欧米はもとより，タイ，シ
ンガポール，香港などの他のアジアの諸国に比
べても喫煙対策が遅れており，公衆衛生的視点
から喫煙対策の今後の一層の推進が求められ
る1)。
治療の視点からみても，がん・循環器疾患の

患者が喫煙を継続すると，周術期の循環器・呼
吸器合併症や手術創の感染および手術創治癒へ
の障害が起こること2)，原病の再発のリスクが
上昇し3)4)，治療の効果が減少すること5)が報告
されている。また逆に，これらの疾患の患者が
禁煙を行うと次のような治療上の利点がみられ
る。禁煙を開始したがん患者は，その後も喫煙
を継続した患者に比べて二次がん発生率が低下
する6)。虚血性心疾患患者が禁煙するとその後
も喫煙を継続する患者に比べて心筋梗塞の発症
率が低下し，予後の大幅な改善が認められ
る7)8)。冠動脈バイパス手術，肺切除，頭頸部
腫瘍の再建手術，人工関節置換手術等の予定の
喫煙患者における術前の禁煙は，術後の合併症
の予防に有効である9)-12)。以上の根拠により，
がん・循環器疾患の専門医療機関においては，
単に個々の疾患の治療のみを行うのではなく，
治療効果の向上のために積極的に喫煙患者への
禁煙指導を行ってゆくことが必要である。
がん・循環器疾患を含む生活習慣病の治療効

果の向上には禁煙が必要であることについての
知見は，近年急速に蓄積しつつあるものの，患
者への禁煙指導の必要性はわが国の臨床家から
はあまり重要視されない傾向があった。しかし
ながら，2005年には口腔医学，呼吸器，産婦人
科，循環器，小児科などの臨床分野８学会を含
んだ９学会による禁煙ガイドラインが提示され，
日本医師会，日本歯科医師会，日本薬剤師会，
日本看護協会，日本麻酔学会など，独自に禁煙
（推進）宣言を行う臨床系の学会・組織も増加
している。また，2008年３月に発出された厚生

労働省健康局長通知「がん診療連携拠点病院の
整備について」においては，「敷地内禁煙の実
施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと」が
同拠点病院の指定要件となり，拠点病院におけ
る喫煙対策への取り組みが義務化された。さら
に，全国のがん専門診療施設32施設で作る全国
がん（成人病）センター協議会（以下，全がん
協）加盟施設では，加盟施設が連携して喫煙対
策に取り組むための「全がん協加盟施設禁煙推
進行動計画」を2006年度に策定し，加盟各施設
における行動計画の推進を支援するための情報
を整備し，全がん協のホームページで公開して
いる13)。また，2007年度にはその加盟施設にお
ける同行動計画の実施状況の調査を行い結果を
公開している。このように，医療機関における
患者への禁煙指導強化への取り組みは徐々にで
はあるが進みつつある。
しかしながら，喫煙患者の手術後の合併症の
予防には手術の１～２カ月前からの禁煙が必要
であり10)-12)，また入院を機会に始められた禁煙
を継続させ，退院後の治療効果向上を目指すた
めには，入院待ちの期間から入院中そして退院
時と，継続した禁煙の勧奨が必要となる。入院
を契機とした，このような制度的な禁煙勧奨の
試みについての報告は未だ少ない。
大阪府立成人病センター（以下，当セン

ター）は，独立行政法人大阪府立病院機構が運
営する，府下有数のがん・循環器疾患の専門医
療機関である。病床は500で，2007年度の入院
患者数は約8,800人，外来のべ患者数は約27万
人であり，2006年には特定機能病院に，2007年
には都道府県がん診療連携拠点病院に指定され
ている。その組織は，病院，研究所，そしてが
ん予防情報センター（がんの疫学研究とがん対
策に関する政策提言および大阪府下のがん登録
を行う部門：以下，情報センター）からなる。
当センターでは禁煙を推進するために1996年に
喫煙対策プロジェクトチームを設立し，当セン
ター内のたばこの自動販売機の撤去および館内
禁煙を推進するなどの禁煙環境の整備を行って
きた。また，1998年には患者の禁煙を支援する
ために禁煙サポートチームを組織し，患者向け
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の禁煙教室や個別禁煙相談の開催や，禁煙を支
援する資料の作成と配布を行ってきた。2009年
９月現在，当センターにおける患者への禁煙サ
ポート事業としては，看護部と情報センターが
共同で実施している「禁煙支援クリニカルパ
ス」，情報センター所属の保健師が実施してい
る「個別禁煙相談」，そして禁煙専門外来の３
つからなる。個別禁煙相談は毎週１回実施して
おり，禁煙に関する情報提供を，患者ごとに個
別に１人当たり30分以内で行うものである（無
料）。
当センターでは，喫煙患者を対象とした入院

前から退院までの継続した禁煙介入である，禁

煙支援クリニカルパス（以下，パス）を2005年
５月から実施している。パスを実施する主な目
的としては，①入院予定の喫煙患者に対し，禁
煙に関する情報を提供し，入院待機中から禁煙
の開始を促すこと，②喫煙患者に入院中の禁煙
の必要性を説明し支援することで，敷地内禁煙
化に伴う入院中の喫煙関連の問題行動を抑制す
ること，③入院を契機に開始した禁煙を継続で
きるように，退院時にも勧奨すること，④以上
を通じて，日常診療の中で職員による喫煙患者
への禁煙指導を一般化・定着させることの４点
がある。

Ⅱ

パスの実施方法は以下のとおり
である。まず，パス対象者は，
「初回入院予定患者」でかつ，
「入院予約日の１カ月以内に１本
以上たばこを吸っていた者（喫煙
者の定義）」とした。パスによる
禁煙支援介入は，入院予約時，入
院時，退院時の３回行った。この
３回の介入の際に確認または実施
する項目は，パスにチェック項目
として記載されている14) 。
個々の介入は，患者からの質問等
がない限りにおいては通常数分で
行うこととして，以下のように行
われた。

まず，外来看護師が入院予約
（当センターでは，入院が必要と
主治医が判断した時点で入院予約
を行い，ベッドが空いた時点で患
者に通知して入院する制度をとっ
ている）を行う患者において喫煙
者を同定し，パスの対象となるこ
とに関しての同意を得る。同意を
得た患者に対しては，パスを発行
し，喫煙状況の問診および禁煙指
導を行い，入院に備えた禁煙開始
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（すでに禁煙を開始している場合は禁煙
継続）のためのリーフレット を
配布し，さらに禁煙治療の紹介と禁煙治
療のできる大阪府内の医療機関のリスト
の配布を行う。また，入院待ち期間中の
当センター外来における禁煙支援として，
禁煙相談を行っていることを紹介する。
入院時の目印として，外来カルテの表紙
に目印として「禁煙シール」を貼る。

病棟の職員は，カルテに貼られたシー
ルを目印にしてパス対象患者を入院当日
に確認する。パス担当の看護師（個々の
患者の担当看護師，看護師長など，病棟
によってパス担当者が決められている）
は，入院当日にパスシートを用いて入院
予約日から入院当日までの対象患者の喫
煙状況を把握し，入院前の禁煙治療の利
用の有無，入院中に禁煙できる自信の程
度（０～100％で表現）を確認し，禁煙
に自信がない場合（70％以下の場合）は
入院中の禁煙相談の利用を勧め，また入
院予約時に配布したリーフレットを読ん
だかどうかを確認する。以上の事項をパスシー
トに記入し，入院時用リーフレットを配布して

，入院中に禁煙するまたは継続するよ
うに指導を行う。

患者の退院時には，病棟の担当看護師が入院
中の喫煙状況を把握し，退院後の禁煙継続の治
療上の意義を退院時オリエンテーションの中で
説明する。また，喫煙したくなった時の対処法，
退院後禁煙を継続できる自信の程度（０～100
％で表現）を確認した上で，退院後も禁煙を継
続することを指導する。また，退院時用リーフ
レットを配布する。
現実問題としては，以上のうち2)，3)の介入

は，患者または病棟の事情により，実施漏れが
ある場合も見られた。また，以上の介入とは別
に，退院後の禁煙継続の支援として，退院後１
カ月および６カ月時点の喫煙状況に関する質問
用紙を郵送し，返送してもらった。以上の禁煙

サポートチームとしての連携活動を通じて，当
センター全体での禁煙支援が実施されている。

Ⅲ

2005年５月から2009年３月末までのパス発行
件数は1,789件あった。そのうち2008年３月末
までに退院した1,585人（以下，パス発行者）
について以下に概観する。パス発行者の年齢分
布は17～85歳で，中央値は59歳，男性が全体の
76.8％（1,218人）であった。入院期間の分布
は１～281日で，中央値は15日であった。入院
時に病棟で介入を実施された者は1,304人
（82.3％）で，未実施が254人（16.0％），パス
発行者の介入拒否が10人（0.6％）であった。
退院時の介入は1,065人（67.2％）が受けてお
り，入院時の確認忘れ等で実施されなかった者
が409人（25.8％），外泊退院や退院時に時間が
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（単位 人，（ ）内％）

入院予約時介入数（パス発行者）
パス発行者への入院時の介入実施状況
入院時に指導を受けた（入院時介入者）
入院時に指導を受けず
拒否
不明（パス紛失）

パス発行者への退院時介入の実施状況
実施（退院時介入者）
実施忘れ
実施不可能
拒否
死亡
その他
不明（パス紛失）
パス発行者の入院予約時喫煙状況
喫煙
禁煙１カ月以内
不明

入院予約から入院までの期間の中央値
入院待期間中の喫煙状況2)

入院前日に吸った
禁煙 ２～７日
禁煙 ８～14日
禁煙 15～31日
禁煙 32日以上
不明
入院期間の中央値
入院中の喫煙状況3)

入院中に吸った
退院する時点で，退院後吸わないでいられる
自信が70％以上の者の割合

総数

注 1) 2009年３月31日までに退院した患者1,585人についてである。
2) 入院時介入者中の割合
3) 退院時介入者中の割合

男 女

（単位 人，（ ）内％）

退院１カ月後の喫煙状況1)
退院１カ月後調査票発送数
返信した人
最近１週間以内に１本も吸わなかった人
退院後１本も吸わなかった人
未返信者を喫煙者とする退院後禁煙継続割合
退院６カ月後の喫煙状況2)

退院６カ月後調査票発送数
返信した人
最近１週間以内に１本も吸わなかった人
退院後１本も吸わなかった人
未返信者を喫煙者とする退院後禁煙継続割合

総数 男 女

注 1) 2009年１月31日までに退院した者
2) 2008年８月31日までに退院した者
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なかったなどの理由による実施不可能
例が47人（3.0％），実施拒否が24人
（1.5％）であった。

パス発行者で入院予約時に喫煙して
いた者は，1,216人（76.7％），禁煙を
開始して１カ月以内の者が323人
（20.4％）であった。入院時に介入を
受けた1,304人のうち，入院前日に
吸った者は676人（51.8％），入院前
２～７日以内の喫煙者が174人（13.3
％）であった。この入院待ち期間中の
喫煙状況は男女間で有意差はなかった
（有意水準＝0.05）。退院時に介入を
受けた1,065人のうち，入院中に１本
でも吸ったと答えた者は222人（20.8
％）であった。入院期間中の喫煙者の
割合は男性で有意に高かった（ｐ＝
0.02）。

退院後の追跡調査に同意をした者のう
ち，2009年１月末までに退院した801人
に対して退院１カ月後時点での喫煙状況
を問い合わせたところ，返信した人は
630人（78.8％）で，そのうち最近１週
間に１本も吸わなかった人は436人
（69.2％），退院後１本も吸わなかった
人は382人（60.6％）であった。未返信
者を喫煙者とみなした退院後禁煙継続割
合は47.7％であった。同様に，2008年８
月末までに退院した715人に対する退院
６カ月後時点での喫煙状況への問い合わせに対
して，返信した人は498人（69.7％）で，その
うち，最近の１週間で１本も吸わなかった人は
352人（70.7％），退院後１本も吸わなかった人
は298人（59.8％）であった。未返信者を喫煙
者とする退院後禁煙継続割合は41.7％であった。
未返信者を喫煙者とする退院１カ月，６カ月後

の禁煙継続割合は，それぞれ男性で有意に高
かった（ｐ＜0.01）。

Ⅳ

禁煙支援クリニカルパスを導入するメリット
としては，特定の職種または職員に禁煙支援の
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負担が集中しないこと，特定の職員が１人の患
者に対して何度も指導するよりも，その患者に
関わる複数の職員から支援を受ける方が説得力
があると考えられること，パスシートを用いる
ことで標準化された支援を行うことができるこ
と等があげられる。
パス実施上の課題としては以下が考えられた。
第１に，入院時・退院時ともに介入を実施し

た割合はパス発行者全員の７割程度であり，退
院時が特に低く，ともに導入時から漸減傾向に
あったことがあげられる。その理由としては，
いわゆる７対１看護制の導入による看護職員の
入れ替わりと，パスの実施の必要性の認知が他
のクリニカルパスよりも低い可能性が考えられ
る。また，2007年に当センターの職員を対象に
して行った喫煙状況調査15)によると，当セン
ターの看護職員全体の喫煙割合は他の医療機関
よりも低い傾向（７％）にあったものの，20歳
代の看護師の喫煙割合は高い傾向（14％）にあ
り，今後の看護職員の世代交代によって，禁煙
指導の実施状況に影響がでる可能性も予想され
る。職員研修において，患者の治療効果の向上
には禁煙が必要であることを周知する等，今後
の対応が必要と考えられた。
第２に，対象者は禁煙が比較的困難と考えら

れる者であり，かつ介入がごく簡単なものであ
ることから考えると，退院後６カ月時点での禁
煙継続割合が４割という数値は予想以上に高い
印象をうけることがある。当センターの入院患
者の疾患のほとんどががん・循環器疾患であり，
自分の疾患に喫煙が影響していること知ってい
る患者の割合は他の医療機関より高いことが予
測される。また，手術予定患者に対して呼吸器
外科，耳鼻科などいくつかの科においては，術
前の禁煙が必須であることを主治医が説明して
いる。パス発行者はより準備性の高い喫煙者で
あるものの，以上を考えると喫煙を持続してい
る当センター患者においては禁煙困難例が少な
くないことが予測される。入院前１週間の喫煙
者の割合が約２／３と高いことはこのことを反
映していると考えられる。以上から考えると退
院後６カ月時点での禁煙継続割合は予想以上に

高い印象をうける。この理由としては，自宅と
は異なり，入院中は敷地内禁煙下や周術期にお
かれること等の環境の効果が大きいと考えられ，
また自己申告の不正確さの可能性も考えられる。
後者に対しては，退院後の喫煙状態のより正確
な確認のために，外来担当者との協力で呼気
測定を行うことが強く望まれる。
第３に退院後の禁煙継続割合を一層高めるた
めには，禁煙指導のフォローアップ体制の強化
が必要であり，外来での禁煙指導に対する主治
医の協力を得ることが望まれることがある。当
センター入院患者へのアンケート調査の結果に
よると16)，入院時点で喫煙をしている患者につ
いては，主治医から禁煙（減煙を含む）の指導
を受けた者の割合は約半数であり，主治医から
の禁煙指導の強化を図る余地は大きいと考えら
れる。医療従事者全体からみた患者に対する影
響力は主治医で最も高いと考えられるために，
外来での主治医による禁煙指導が強く望まれる。
この点については，臨床関係学会等による治療
効果の向上における禁煙の必要性に関する知識
の普及への一層の努力が必要であろう。しかし
ながら，極めて多忙である外来の現場で主治医
自らが禁煙指導を行うことには自ずと限界があ
るために，長期的には感染管理看護師と同様に
禁煙指導看護師等の専門職の外来への設置が計
画されるべきであろう。
第４に，入院前後の禁煙治療との連携の強化
が望まれることがある。入院中に禁煙補助薬を
使ってニコチンの離脱症状を緩和するためには，
入院前から禁煙治療を受けておくことが望まし
い。そのため，当センターでは禁煙治療につい
ての情報を2007年７月よりパスの実施項目の中
に組み込み，入院予約時に禁煙治療を紹介し，
近医または当センターの禁煙外来で禁煙治療を
開始した上で入院してもらうように働きかけて
いる。しかしながら，当センターの患者におい
ては，高齢者やがん治療の経過で全身状態が悪
くなっている者等，健常人への禁煙治療とは異
なる対応が必要なものも見られる。また，他院
での禁煙治療に失敗した例や，身体的依存より
も心理的依存の強いタイプの喫煙者への支援が
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必要になることもある。多忙である当センター
各科の外来において禁煙治療を行うことは現実
問題として期待できないために，今後当セン
ター内での禁煙専門外来の強化も必要と考えて
いる。

Ⅴ

今回の報告では，パスの効果について対照群
をおいて評価したデータは供覧できなかったが，
現在その評価を準備しており，近い将来に報告
する予定である。クリニカルパスはわが国にお
いて急速に普及し，パスの導入と運営について
は各医療機関の経験が蓄積されてきている。禁
煙支援パスの導入においては，個々の医療機関
の経験に基づいて改善の余地があり，今後，実
施する医療機関が増え，その相互の情報交換が
行われるならば，より良い形の禁煙支援パスの
開発が可能になる。同パスの趣旨に賛同し，導
入する医療機関が増加することを希望したい。

通常業務で大変お忙しい中，禁煙支援パスを
実施していただいている当センター看護部職員
の皆様，当センターにおける喫煙対策に日頃か
ら協力いただいている患者さんと職員の皆様，
そして全がん協の各施設で喫煙対策に関わって
おられる皆様に感謝の意を表します。
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